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社員の状況を大きく下回る2。さらに教育に関しては、正社員に対する計画的な OJT が 62.2％である







1 総務省「労働力調査（基本集計）平成 30 年（2018 年）平均（速報）」 p.9 
2 厚生労働省（2014a）「平成 26 年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」 p. 22-23 
3 厚生労働省（2014b）「平成 26 年度能力開発基本調査」事業所調査 p.12, p17 
4 以下の関連する研究があげられる。井上甫（1974）『生産性と労働運動』日本生産性本部，大場・三浦・篠原・
井上・佐藤共著（1987）『労働組合ハンドブック』日本生産性本部 労働情報センター 
5 日本 HR 協会編（1989）『改善・提案Ⅰ 導入・運営ガイド』日刊工業新聞社, p.46 
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援をめぐる諸問題−『能力開発基本調査』の結果をもとにして−」金沢大学経済論集, 第 34 巻 第 2 号, 2014 年 3
月 
8 本章のケース内容は、筆者の 2015 年 3〜7月までの三菱電機静岡製作所における実地調査に基づく。 
9 三菱電機 HP http://www.mitsubishielectric.co.jp/saiyo/graduates/philosophy/place/shizuoka/,  2019
年 6 月 1 日閲覧 
10 静岡市 HP https://shizumatch.jp/company/detail/757,  2019 年 6 月 1 日閲覧 
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２．外装の取り付けセクションの職場環境 
 以下では、派遣社員が多く配置される L ラインの外装取り付けセクション（ゼネラル・セクション）
について詳しく見ていく（図２）。同セクションでは、板金の取り付けやネジの打ち付け、ナットの
取り付け作業等が行われる。ネジの取り付けやナットの取り付けでは、電動ドライバーを使用し、1 台
の製品につきネジの場合は 2 本から 5 本を、ナットの場合は 4 つを 1 人の作業者が取り付ける。1 日














っていた期間のゼネラル・セクションには 1 名のラインリーダーと 13 名の労働者が配置されており、
その内、正社員はラインリーダーとラインの最後でミスをチェックする 2 名の合計 3 名が配置されて
いた。残り 11 名の労働者は契約社員と派遣社員から構成されており、その内、派遣社員が 9 名、契約
社員は 2 名の配置となっていた。また、同セクションでは、男性労働者が 10 名（正社員 1 名、契約社
員 2 名、派遣社員 7 名）、女性労働者が 4 名（正社員 2名、派遣社員 2 名）となっており、外国人の
労働者は 2 名（両方男性で、国籍はインドとフィリピン）であった。 
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 労働者の勤務スケジュールは大きく分けて、夏の繁忙期（3 月頃から 8 月中旬頃まで）と繁忙期後
（8 月中旬から 3 月頃まで）の 2 パターンがある。繁忙期後の作業時間は繁忙期に比べ 15 分短く、1




火曜日・木曜日に残業を 2 時間行い、土曜日の出勤があると、1 週間の作業時間は 54 時間となる。ま
た、作業量が多い月には、月曜日から土曜日まで 6 連勤で作業を行い、日曜日に 1 日休暇を取り、ま
た月曜日から 6 連勤というサイクルが 3 週間続くこともある。 
 次に、1 日のスケジュールについて整理する（図 3）。1 日の作業は 8：15 の朝礼で始まるが、実際
は当日使用する備品の準備が暗黙の了解として課されており、配属場所によっては 10 分以上の準備
が必要となる。朝礼はまず、室外機 3 ラインの作業者全員が集まって行われ、10 分間弱、目標生産台
数の達成状況や注意事項の確認、内外の担当者による作業場所の視察・監査予定日等の情報が共有が
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なされる。その後、約 5 分間、セクション毎に分かれ前日の目標達成度やミス状況の共有及び作業服
の安全確認が行われる。作業服の安全確認では制服と軍手の着用・体調確認が行われる。これら 2つ
の朝礼後、ライン作業が開始される。ライン作業は約 2 時間を 1 セットとしており、セット間には 10
分間の休憩がある。午前中は 2 セットの作業を行い、作業が終了すると 45 分間の昼休憩がある。午後
の部は 12 時 45 分から始まり、定時日程の場合には 2 セットの作業が行われた後 5 分間の清掃をし、
17 時に作業終了となる。残業日程の場合は午後の 2 セットの作業後 15 分間の休憩を挟み、さらに 1




 非正規労働者11の契約期間は短期の場合 1 ヶ月程度であった。一方、長期の場合も約 3 ヶ月に 1 度
契約更新の必要があった。加えて契約更新ができるかどうかはその時の生産目標に依存するため、次































いる者が締めることとなる。この作業方法の指導と補助は、短い場合で 1 日、長くて 1 週間程度行わ
れる。また、この指導と補助はその時その作業場所で作業を行っていた者が担当するため、ラインに
多く配属されている契約社員か派遣社員のどちらかが担当する。 
 その他の教育・研修には、配属初日から 1 ヶ月後に行われる安全教育と月に 1 度行われる安全教育
の 2 つがある。前者の研修では、約 1 時間ラインリーダーによる使用道具や工場内の危険箇所につい
ての確認説明があり、その後 10 分程度、5～6 人が 1 チームとなり、職場に潜む危険を書き出す作業
を行う。一方、月ごとの安全教育は正社員・契約社員・派遣社員の全員が参加する。この安全教育は
研修を行う 1 週間程前に、工場内の危険がある場所の写真 1 枚とその危険がどのようなものかを記入
するスペース、そしてその危険を回避するために必要な行動を記入するスペースが設けられた 1 枚の
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A4 用紙が配布され、研修日までに記入して持参することが求められる。そして、当日は記入済みの用
紙を使用し、事前に割り振られた 7～8 人が 1 チームとなり、10 分間用紙の内容について話し合いが


























ュニケーションの現状と課題」日本労働研究雑誌, No. 546, 2006 年 1月号 
13 カイゼンの定義には以下のものがあげられる。今井正明（2010）『復刻改訂版 カイゼン 日本企業が国際競争
で成功した経営ノウハウ』マグロウヒル・エデュケーション, p.32 「カイゼンとは改善のことである。さらに、そ
れは管理者、従業員を含め、全員参加による、絶えざるカイゼンを意味している」、日本 HR 協会編（1989）『改
善・提案Ⅰ 導入・運営ガイド』日刊工業新聞社, p.47 「継続的に、小さな進歩を、少しずつ積み重ねていくもの。
しかもそれが経営者からマネジャーそして従業員のすべての人々によってなされるもの」 
14 デニス・オーガン, スコット・マッケンジー, フィリップ・ポザコフ（2007）『組織市民行動』白桃書房 








 また、組織市民行動は次の図で説明できる16（図 4）。図 4 の左図は、従業員が規定された職務のみ
を遂行する場合を、右図は規定された職務に加えて規定のない自発的な職務が行われていることを示














17 田中, 前掲書 p１１ 
18 田中堅一郎（2012）「日本の職場にとっての組織市民行動」日本労働研究雑誌, No 627, 2012 年 10 月, p.17 
19 Stephen P. Robbins（2013）Organizational Behavior, Global Edition, fifteenth edition 
, Pearson, p.(62) 
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20 スティーブ P. ロビンス, 前掲書 p.44 
21 Naoki Kuriyama（2014） “Practical Wisdoms of IR Communication Based on the Productivity Movement from 
1955 to the Early 1990s in Japan” SOKA KEIEI RONSHU, vol.38 no.1, March 2014 カイゼン活動の前提条件とも
言える協調的労使関係構築に影響を与えた生産性運動について、栗山は生産性運動 3 原則が、公平な処遇・手続
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２．組織市民行動からのケースの分析 
 以下では、前章の各労働条件について、組織市民行動の条件である公正な処遇・手続き・結果の観
点から分析する。 
 勤務スケジュールについては、勤務時間の使い方が固定されており従業員に自由裁量がない点、ま
た残業においても形式上は従業員が決定できるものの、実際の現場では残業を拒否しづらい雰囲気が
ある点を考慮すると、処遇の公正さが満たされづらいと言える。契約更新では、延長の可能性が生産
状況に大きく依存しており、継続契約の余地が判明するタイミングが契約満了の直前である点、また
契約期間の交渉余地がない点は、処遇及び手続きの公正さに欠けると言える。同じような職務内容に
も関わらず人数調整の対象は派遣社員、契約社員の順となっていた点や、契約社員には有給休暇が認
められているが派遣社員には認められていなかった点、加えて派遣社員には退職金制度及び賞与支給
制度が存在しないなどの点は、処遇及び結果の公正さの醸成を阻害すると言える。教育及びコミュニ
ーケーションにおいては、非常に限られた研修及び勤務時間おける限られたコミュニケーション機会
が、処遇及び手続きの公正さに欠けると言える。他方、労使協議制による情報共有と信頼関係の観点
においても、非正規労働者は労使協議制に関与することができず、正規労働者と非正規労働者の間に
は情報格差が生じており、情報共有を通じた信頼関係の構築は難しい状況であったと言える。 
 以上のことから、非正規労働者においては、公平さに基づく信頼関係が労使間に構築しづらく、組
織市民行動も期待しづらい状況があったと言える。組織市民行動はカイゼン活動と捉えることができ
るため、同現場の非正規労働者の職場環境においてはカイゼン活動が機能しづらい状況にあったと考
えられる。つまり、非正規労働者の増大は、組織市民行動、ひいてはカイゼン活動に係る企業内労使
コミュニケーションの阻害要因となり得ると言える。 
 
Ⅳ．おわりに 
 本論文では三菱電機静岡製作所での実地調査に基づくケースを取り上げ、製造業現場における非正
規労働者の増加によるカイゼン活動に係る企業内労使コミュニケーションへの影響について、組織市
民行動の観点から考察した。結果、非正規労働者は公正な処遇・手続き・結果を得づらい環境に置か
れていることが明らかとなり、組織市民行動が期待しづらい、つまりカイゼン活動が機能しづらい状
況にあることが明らかとなった。そのため、非正規労働者の増加は、日本の製造業現場の強みである
カイゼン活動を阻害する要因となっている可能性があると言える。本論文では１つの製造業現場のみ
を取り上げ考察しため、異なる現場での実地調査が今後の課題となる。 
